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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第６期及び第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。第９期については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

３．第６期及び第８期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

４. 第９期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 3,330,058 3,726,560 3,271,183 2,739,369 2,609,719

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 208,019 △ 104,494 47,029 △ 132,185 208,733

当期純利益又は当期純
損失（△） 

（千円） 42,046 △ 103,180 33,767 △ 230,554 254,486

純資産額 （千円） 2,516,812 2,407,825 3,500,912 3,292,120 3,561,793

総資産額 （千円） 3,280,667 3,956,903 4,506,907 4,071,443 4,274,627

１株当たり純資産額 （円） 76,564.02 72,849.62 86,493.55 81,329.10 87,716.91

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△） 

（円） 1,311.70 △ 3,131.33 1,000.26 △ 5,695.81 6,286.88

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

（円） 1,277.51 － 988.31 － －

自己資本比率 （％） 76.7 60.9 77.7 80.9 83.1

自己資本利益率 （％） 2.0 △ 4.2 1.1 △6.8 7.4

株価収益率 （倍） 163.9 － 169.0 － 12.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △ 797,829 △ 243,597 △ 55,431 355,793 341,016

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） △ 320,577 19,862 277,556 △783,133 △488,856

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（千円） 837,658 614,599 1,053,640 △110,999 △157,350

現金及び現金同等物の
期末残高 

（千円） 766,641 1,148,887 2,421,677 1,888,060 1,582,873

従業員数 
[外、平均臨時雇用者
数] 

（人） 
158 

［ 9］
193

［ 10］
211

［ 7］
94 

［ 6］
108

［  7］



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第６期及び第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。第９期については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

３．第６期及び第８期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

  

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 （千円） 3,264,638 3,571,726 3,093,829 2,712,324 2,496,297

経常利益又は経常損失
（△） 

（千円） 241,105 △ 108,794 37,765 △ 114,951 222,793

当期純利益又は当期純
損失（△） 

（千円） 52,437 △ 104,529 27,161 △ 207,018 272,801

資本金 （千円） 1,107,788 1,110,038 1,640,958 1,641,158 1,641,158

発行済株式総数 （株） 32,872 33,052 40,476 40,479 40,479

純資産額 （千円） 2,521,193 2,421,164 3,510,165 3,303,547 3,580,434

総資産額 （千円） 3,237,458 3,893,101 4,360,574 4,078,862 4,278,150

１株当たり純資産額 （円） 76,697.30 73,253.18 86,722.14 81,611.39 88,451.66

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配
当額) 

（円） 
－ 

（ －）
－

（ －）
－

（ －）
－ 

（－）
1,000.00

（－）

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり当
期純損失金額（△） 

（円） 1,635.87 △ 3,172.28 804.56 △ 5,114.34 6,739.34

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

（円） 1,593.23 － 794.96 － －

自己資本比率 （％） 77.9 62.2 80.5 81.0 83.7

自己資本利益率 （％） 2.5 △ 4.2 0.9 △ 6.1 7.9

株価収益率 （倍） 131.4 － 210.1 － 11.9

配当性向 （％） － － － － 14.8

従業員数 
[外、平均臨時雇用者
数] 

（人） 
116 

［ 8］
127

［ 10］
124

［ 7］
94 

［ 5］
90

［  6］



２【沿革】 

  

 

平成10年４月 Javaに特化したシステム・インテグレーション、IT技術を核にしたインキュベーションの推

進を目的として、平成10年４月14日、東京都港区に株式会社イーシー・ワン（資本金12,600

千円）を設立 

平成11年２月 日本初の100％Javaによる基幹業務システムを開発 

平成12年２月 ベンチャーキャピタル事業を行う子会社株式会社インベストメント・ワンを設立 

平成12年７月 当社子会社の株式会社インベストメント・ワンが、GE Equity Holdings, Inc.及び三菱商事

株式会社をコア・インベスターとして、ジャパン・イー・ファンド１号投資事業組合を組成 

平成12年９月 cBank技術を使用したコンポーネント・ベースのソフトウェア製品の販売を開始 

平成12年10月 株式会社テクノロジー・アイズを吸収合併 

平成13年３月 cBank技術のライセンス販売を開始 

平成13年６月 本店を東京都中央区に移転 

平成13年12月 中国にて情報システム開発を推進する子会社を設立するに当たり、当該子会社の持株会社と

なるEC-One China Holding, Inc.（英国領ケイマン諸島）を設立 

平成14年１月 中国にて情報システム開発を推進する子会社EC-One China Co., Ltd.（中華人民共和国北京

市）を設立 

平成14年６月 JASDAQ店頭市場へ上場 

平成16年４月 JASDAQ制度信用銘柄に選定 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年９月 EC-One China Co., Ltd.の持株会社EC-One China Holding, Inc.の株式を譲渡 

平成18年７月 コンサルティング・サービスを行う子会社株式会社シフト・セブンコンサルティングを設立 

平成18年９月 名古屋地区における事業基盤を強化するため、名古屋事業所を開設 

平成18年12月 国内開発拠点として子会社株式会社イーシー・ワンバリテックを設立 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び子会社３社から構成されており、大規模情報システム構築のための企業向けJava技術であるJ2EE

（Java2 Enterprise Edition）に特化し、情報サービスを提供しております。 

当社グループの事業は、当社創業以来のJava特化戦略により蓄積してきたソフトウェア・コンポーネントに係る技術及びノウ

ハウをcBank（コンポーネント・バンク）として体系化し、コンポーネント・ベースで情報システムを構築することにより、情報

システムの開発及び維持・メンテナンスの生産性を向上させることに特徴があります。 

当社の事業の種類別セグメントは、情報サービスの単一セグメントでありますが、顧客に提供するサービスの種類により、次

のとおり分類しております。 

  

  

  

 

区分 内容及び特徴 

プロフェッショナル・サー

ビス 

1.システム開発 

基幹業務システムのオープン・システム化等を進める様々な業種の顧客企業

に対して、Java/EJBに準拠したシステムを設計、開発し、生産性、品質及び

メンテナンスビリティを備えた情報システムを提供します。 

2.コンサルティング・サービス 

IT戦略、コンポーネント開発、情報システムのアーキテクチャ等に関する

コンサルテーションを提供します。 

プロダクト・サービス 

1.自社製品販売 

Java特化戦略により蓄積してきたソフトウェア・コンポーネントに係る技

術及びノウハウを集約したツール及びコンポーネントをベースにしたアプ

リケーションを開発・製品化し、販売、保守・サポートを行います。 

2.他社製品販売 

システム開発やコンサルティングの一環として、サーバー、コンピュータ

周辺機器等のハードウェア製品及びソフトウェア製品の販売及び設置・イ

ンストール等の導入支援を行います。 



当社グループの事業構造の概要は以下のとおりであります。 
（事業系統図） 

 

  

（注）１．平成18年３月30日付にて、アイテック阪神㈱と共同でＣＡＴＶ向け情報システムの販売を行うＳＯＡコラボレーション有

限責任事業組合を設立しました。 

２．平成18年７月４日付にて、コンサルティング・サービスを行う㈱シフト・セブンコンサルティングを、開発者コミニュ

ティ向けのメディア運営を行うコモンズ・メディア㈱を設立しました。 

３．平成18年８月１日付にて、ＲＦＩＤ関連サービス事業を行うUbiquitous International Holding, Ltd.を設立しました。 

４．平成18年12月１日付にて、国内開発拠点として㈱イーシー・ワンバリテックを設立しました。 

  

  



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、当該会社の事業内容を記載しております。 

２. 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．有価証券報告書提出会社であります。 

５．被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力があるためその他の関係会社としたものであります。 

  

  

名称 住所
資本金

（百万円） 
主要な事業の内容

議決権の所有
（被所有）割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）   

㈱インベストメント・ワ
ン （注）３． 

東京都中央区 50
投資事業組合の運
営・管理 

100.0 役員の兼任  ３名

㈱イーシー・ワンバリテ
ック（注）３． 

福岡県福岡市 40 システム開発 100.0 役員の兼任  ４名

㈱シフト・セブンコンサ
ルティング 
（注）３． 

東京都中央区 19
コンサルティン
グ・サービス 

52.5 役員の兼任  ３名

（持分法適用関連会社）   

コモンズ・メディア㈱ 東京都中央区 20 広告業 49.0 役員の兼任  １名

Ubiquitous 
International Holding 
Ltd.（注）２. 

中華人民共和
国・香港 

10,900,000
香港ドル 

RFIDソリューショ
ンの提供 

33.3
（33.3) 

－ 

SOAコラボレーション有
限責任事業組合 

東京都中央区 200
CATV向け情報シス
テムの販売 

－ － 

（その他の関係会社）   

伊藤忠テクノソリューシ
ョンズ㈱  
（注）４．５． 

東京都千代田
区 

21,763 情報サービス
（被所有）

18.9 
役員の兼任  １名



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員を含む）は（ ）内に年間平均人数を外書きで記載しております。 

２．従業員が前連結会計年度末に比べ、13 名増加しましたのは、連結子会社㈱イーシー・ワンバリテック及び㈱シフト・セ

ブンコンサルティングが連結の範囲に含まれたことによるものであります。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（派遣社員を含む）は（ ）内に年間平均人数を外書きで記載しております。 

２．平均年間給与については、平成18年度の従業員の実支給額合計金額を従業員数で除した金額を記載しております。 

  

(3)労働組合の状況 

 当社及び子会社３社には、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成19年３月31日現在

  従業員数(人)

連結会社合計 108( 7 ) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

90( 6 ) 33.2 3.0 5,986 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度の業績は、 
売上高       2,609,719千円（前期比4.7％減） 
営業利益       167,152千円（前期実績：損失152,823千円） 
経常利益       208,733千円（前期実績：損失132,185千円） 
当期純利益      254,486千円（前期実績：損失230,554千円） 

となりました。 
当連結会計年度において特記すべき事項は、以下のとおりであります。 
・ 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や雇用情勢の改善などに支えら

れ、景気は堅調に推移しました。当社の属する情報サービス産業は、好調な企業収益を背景に企業の情報化投資は増加
し、需要は増加基調が続きました。一方、納期、品質及びコストなど情報化投資に対する顧客の要求水準は依然高まっ
ており、提案内容の高度化と併せて、厳しい顧客ニーズへの対応が求められました。 

・ このような経営環境のもとで、当社は、既存顧客を中心とする主要顧客について専任の開発責任者を置き、高度化・複
雑化する顧客ニーズにきめ細かく対応するほか、新規顧客への提案活動については全社を挙げて取り組み、既存顧客の
信頼獲得による安定的な受注の確保と新規顧客への提案内容の充実による事業機会の着実な確保を図りました。 

・ 開発品質及び開発効率の向上のため、実際の開発案件で得たノウハウに基づき、開発標準を改善し、新規の開発プロ
ジェクトに適用を開始しました。 

・ 売上高はプロダクト・サービスの売上高が減少したため減収となりましたが、プロフェッショナル・サービスの売上高
が増収に転じ、売上総利益率の改善及びコスト削減努力により利益を計上することができました。 

・ 顧客ニーズを把握し、リスク要因に早期に対応することに努めたほか、既存顧客からの受注が多かったこともあり、
個々の案件にて安定した粗利率を確保することができたため、売上総利益率は前年同期比13.3ポイント改善し、25.5％
となりました。 

・ 名古屋地区における事業基盤を強化するため、名古屋事業所を開設しました。 
・ 需要拡大への対応とコスト競争力強化のため、福岡県に開発拠点となる子会社㈱イーシー・ワンバリテックを設立しま

した。 
・ サービス・メニューの拡充と付加価値向上のため、ビジネスプロセスの可視化コンサルティングを行う㈱シフト・セブ

ンコンサルティングを子会社として設立しました。 
・ 開発者コミュニティ向けのメディア運用を行うコモンズ・メディア㈱及び中国にてRFIDのソリューション事業を行う

Ubiquitous International Holding, Ltd.を設立しました。 
・ 事業上の相乗効果の少なくなった株式を売却し、投資有価証券売却益29,700千円を計上しました。 

  

 サービス種類別の概況 

サービス種類別の売上、構成比の推移は、以下のとおりであります。 

  

 

サービス種類別の名称 

前連結会計年度 当連結会計年度 

増減（千円、％） 売上高 

（千円） 

構成比 

（％） 

売上高 

（千円） 

構成比 

（％） 

プロフェッショナル・サービス 2,203,731 80.5 2,304,201 88.3 100,470 4.6 

プロダクト・サービス            

自社製品販売 202,652 7.4 145,279 5.6 △57,373 △28.3 

他社製品販売 296,565 10.8 123,890 4.7 △172,675 △58.2 

その他 36,420 1.3 36,347 1.4 △73 △0.2 

合計 2,739,369 100.0 2,609,719 100.0 △129,650 △4.7 



(2)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益による収入

がある一方で、投資有価証券の取得等による支出があり、全体では前連結会計年度に比べ305,187千円減少し、当連結会計年度

末には1,582,873千円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、341,016千円（前年同期実績：収入355,793千円）となりました。これは主に、税金等調整前

当期純利益225,070千円及びたな卸資産の減少156,682千円等による収入が、売上債権の増加126,122千円による支出を上回った

ことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、488,856千円（前年同期実績：支出783,133千円）となりました。これは主に、投資有価証券

の取得933,604千円等による支出が、投資有価証券の売却379,200千円及び長期性預金払い戻しによる収入200,000千円を上まっ

たことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、157,350千円（前年同期実績：支出110,999千円）となりました。これは主に、長期借入金

の返済による支出166,400千円によるものであります。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループの生産実績の内容は、システム開発、コンサルティングなど、ITに関するサービス業務であり、現在のところ

販売実績と一致しているため、「(3)販売実績」を参照してください。 

  

(2）受注状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当連結会計年度の受注状況をサービスの種類別に示すと、次のとおりであ

ります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

サービス種類別の名称 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

受注高（千円）
前年同期比
（％） 

受注残高（千円） 
前年同期比
（％） 

プロフェッショナル・サービス 2,195,165 99.7 614,867 84.9 

プロダクト・サービス       

 自社製品販売 158,143 79.3 34,037 160.8 

 他社製品販売 139,887 81.7 72,174 128.5 

その他 36,347 99.8 － － 

合計 2,529,543 97.0 721,078 90.0 



(3)販売実績 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、当連結会計年度の販売実績をサービスの種類別に示すと、次のとおりであ

ります。 

 （注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３. アイテック阪神㈱は、当連結会計年度に主な相手先に該当することとなりました。なお、同社に対する前連結会計年度

の販売実績は46,300千円（総販売実績に対する割合は1.7％）であります。 

４. アットホーム㈱は、当連結会計年度に主な相手先に該当することとなりました。なお、同社に対する前連結会計年度の

販売実績はありません。 

５. ㈱マクロミルは、当連結会計年度においては主な相手先に該当しなくなっております。なお、同社に対する当連結会計

年度の販売実績は60,207千円（総販売実績に対する割合は2.3％）であります。 

６. 伊藤忠テクノソリューションズ㈱は、当連結会計年度においては主な相手先に該当しなくなっております。なお、同社

に対する当連結会計年度の販売実績は84,489千円（総販売実績に対する割合は3.2％）であります。 

  

３【対処すべき課題】 

好調な企業業績を背景に企業の情報化投資の拡大は継続しており、旺盛な需要に対してエンジニア等の人手不足が顕在化して

いる一方で、顧客企業の情報化投資に対する納期や価格に対する要求は厳しく、需給逼迫を理由とする価格の引上げは困難な状

況が続くと見込まれます。業績向上のためには、より付加価値の高いソリューションやサービスを提供していくと共に、より効

率的な経営を推進していくことがこれまで以上に重要であると考えております。 

また、当社はこの数年間収益性を改善するために、事業の適正化に取り組み、売上高、社員数とも減少しておりましたが、当

期は利益を確保した上で、当社主力事業であるプロフェッショナル・サービスが増収に転じ、一定の成果を確認することができ

ました。 

上記の認識に基づき、当社は、以下を重点課題と位置付け、企業体質の強化と競争力の強化を図り、引続きプロフェッショナ

ル・サービスの競争力強化と収益性向上を目指します。 

 

サービス種類別の名称
当連結会計年度

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

プロフェッショナル・サービス 2,304,201 104.6

プロダクト・サービス     

 自社製品販売 145,279 71.7

 他社製品販売 123,890 41.8

その他 36,347 99.8

合計（千円） 2,609,719 95.3

  
相手先 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  アイテック阪神株式会社 － － 431,728 16.5

  前田建設工業株式会社 526,400 19.2 428,494 16.4

  みずほ証券株式会社 278,837 10.2 369,650 14.2

  アットホーム株式会社 － － 315,327 12.1

  株式会社マクロミル 469,538 17.1 － －

  
伊藤忠テクノソリューションズ 
株式会社 

308,315 11.3 － －



①優秀な人材の確保 

当社にとって人材は最大の経営資源かつ成長の源泉であり、人材の確保は、最重要課題であります。人材の育成に関しては、

従来から取り組んできた若年層の育成に加え、リーダー及びマネージャー層の育成を計画的に行い、人材の底上げに取り組みま

す。社員のライフスタイルを尊重すると同時に貢献度に応じた報酬を支給し、社員が安心感と高いモチベーションと誇りを持っ

て働ける職場にするために、キャリア制度、評価・報酬制度等の人事制度の改善に引続き取り組んで参ります。人材の採用及び

社外の人的リソースに関しては、専任組織を設け、従前以上に採用活動の強化とビジネスパートナーとの戦略的提携に取り組ま

す。 

  
②開発力及び営業力の強化 

利益率の向上、着実な利益拡大を図るため、プロフェッショナル・サービスについては、開発標準の更なる改善と新技術の獲

得を通じ開発力を強化し、また、顧客企業に対するアプローチ方法、提案内容、交渉力の向上などの営業力強化に向けて、全社

の組織横断的活動として取り組んで参ります。一方、社員数への依存度の低い、製品及びサービスを中心にした事業モデルの開

発を開始して参ります。 

  
③社内体制の強化 

企業経営における業務の有効性や効率性、財務報告の信頼性及び法令の遵守等を確保するための内部統制システムの整備、強

化が求められております。当社は、平成18年5月に取締役会決議した「内部統制システムの構築に関する基本方針」に基づき、引

続き内部統制システムの整備と改善に取り組みます。 

  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

  

(1）経営成績の変動について 

経済情勢の変化等による情報システム投資の動向、競合状況、大型システム開発案件の存否及び個別プロジェクトの進捗状

況・採算性等により経営成績が変動する可能性があります。また、当社は受託システム開発プロジェクトについて、検収基準

により売上計上しておりますが、システム開発プロジェクトの完成・納品・検収が年度末である３月に向かって増加する傾向

にあり、四半期・半期毎の経営成績が変動いたします。 

  

(2）不採算プロジェクトの発生について 

当社は、情報システムの受託開発業務において、デザイン・レビュー及びプロジェクト監査の強化とプロジェクト・マネー

ジメントの徹底により、不採算プロジェクトの発生の未然防止に努めておりますが、複雑化・短納期化するシステムの開発に

おいては、品質向上・納品スケジュール確保のために追加工数・コストが発生し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3）人材の確保及び育成について 

当社グループの事業継続及び拡大におきましては、Java関連技術、業務及びプロジェクト・マネージメント等に関する知識

及びノウハウを有する専門性のある人材（エンジニア及びコンサルタント等）の確保が不可欠であります。当社では、積極的

に優秀な人材の採用等を進めると共に、評価・報酬制度の充実や教育研修制度等の拡充・強化により、役職員の意識向上、組

織の活性化及び優秀な人材の育成・定着を図る方針であります。しかしながら、人材の確保及び育成が計画通りに進まない場

合には、当社グループの業務及び事業運営に支障を来たす可能性があります。 

  

(4）個人情報等の情報漏洩について 

当社は、お客様の情報システムの開発・運用等をしていることから、顧客が保有する個人情報等の機密情報を受領する場合

があります。当該機密情報が漏洩した場合には、顧客等からの損害賠償請求、当社の信用失墜等により業績に悪影響を及ぼす

可能性があります。これらを回避するため、当社は情報セキュリティの担当役員を置き、社内ルールの制定等の体制の整備・

運用、情報管理に関する教育啓蒙等の活動を行っております。 

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当連結会計年度における研究開発費は24,553千円であり、その活動は「システム開発における生産性及び品質の向上」と

「新規ビジネスへの対応」を目的として進めてまいりました。 

 システム開発における生産性および品質の向上については、継続的な改善を続けております。これまで続けてきた標準化の

取り組みは、プロジェクトでの適用を繰り返しながら精度を高めてきました。この経験を継続的に社内標準へ取り込むことに

より、さらに安定したシステム開発につなげております。 

 新規ビジネスへの対応については、「フェデレーション・サービス」と「Grainサービス」に関する取り組みを開始しまし

た。 

 フェデレーション・サービスは、米国Crossflo社の製品を活用し、複数の企業が所有するデータを既存のシステムに影響を

与えることなく組織間で共有することを実現するものです。このシステムは米国政府で利用されており、信頼性と柔軟性に優

れた特徴を持っております。この製品をコアにして、製品販売ではなくデータ連携の都度課金するサービス・ビジネス立ち上

げのための開発を行いました。 

 Grainサービスは、携帯電話のアプリケーションを、開発費を請求せず利用料のみで開発するサービスです。携帯電話はドコ

モ・au・ソフトバンクの３社に対応しており、開発したアプリケーションは、全ての端末で動作をします。このサービスは、

㈱ハウインターナショナルが開発したツールを活用し、超短期開発を実現しております。 

 企業間のデータ連携と、法人向けの携帯アプリ活用のニーズは、今後大きく拡大することが予測されます。こうした時代に

対応するサービスとして、この２つのサービスを開始すべく準備を進めております。 

  

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従って作成しております。この連

結財務諸表の作成に当たっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見積り・予測を必要としており

ます。当社は、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継続的に見積り・予測を実施しております

が、実際の結果は、仮定あるいは条件の変化により、これらの見積りとことなる場合があります。 

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載

していますが、当社グループの連結財務諸表に大きな影響を与える可能性がある重要な会計方針の適用における仮定や見積

りとして、以下のようなものがあると考えています。 

① 繰延税金資産 

繰延税金資産の計上は、今後の課税所得の予測等を踏まえ実施しております。 

② 貸倒引当金 

当社グループは、過去の貸倒実績率に基づき一般債権に対する貸倒引当金を計上しております。また、債務の弁済に

重大な問題が生じるか、又は生じる可能性の高い取引先に対する債権について、個別に回収可能性を判断し、貸倒引当

金を追加計上しております。 

③ その他有価証券等の減損 

当社グループは、新規技術の早期取得、新規事業開発等を目的としてベンチャー企業に対するその他有価証券を平成

19年３月31日現在232,507千円保有しておりますが、これらの有価証券は、株価の確定が困難である未上場株式等であり

ます。当社グループは、投資価値が下落し回復可能性が無いと判断した場合、これらの有価証券の減損を実施しており

ます。非公開株式は、原則として当該会社の純資産が取得価額の50％を下回った場合に、回復可能性が無いと判断し減

損処理を行うこととしております。 

  

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の経営成績について、前連結会計年度との比較及び経営成績の分析は、次のとおりです。 

比較連結損益計算書（要約） 

  

 

  
区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 前期比 

  金額（千円） 金額（千円） 増減額（千円） 増減率（％）

  売上高 2,739,369 2,609,719 △129,650 △4.7

   売上原価 2,404,805 1,944,756 △460,049 △19.1

  売上総利益 334,563 664,963 330,400 98.8

   販売費及び一般管理費 487,387 497,810 10,423 2.1

  営業利益 △152,823 167,152 319,975 －

   営業外収益 31,416 51,758 20,342 64.7

  営業外費用 10,778 10,177 △601 △5.6

  経常利益 △132,185 208,733 340,918 －

   特別利益 45,286 29,817 △15,469 △34.2

   特別損失 34,951 13,480 △21,471 △61.4

  税金等調整前当期純利益 △121,849 225,070 346,919 －

  法人税等 114,257 △31,193 △145,450 －

   少数株主利益 △5,552 1,776 7,328 －

  当期純利益 △230,554 254,486 485,040 －



① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、2,609,719千円（前期比4.7％減）となりました。売上高の内訳は、プロフェッショナ

ル・サービス2,304,201千円（前期比4.6％増）、プロダクト・サービス（自社製品販売）145,279千円（前期比28.3％

減）、プロダクト・サービス（他社製品販売）123,890千円（前期比58.2％減）及びその他36,347千円（前期比0.2％

減）であり、当社のグループの売上高の80％以上を占めるプロフェッショナル・サービスが増収に転じました。 

② 売上原価、販売費及び一般管理費並びに営業利益 

当連結会計年度の売上原価は、1,944,756千円（前期比19.1％減）となりました。リスク要因への早期対応及びプロ

ジェクト管理の強化による不採算案件の減少に加え、利益率の安定した既存顧客からの受注が多かったこともあり、売

上総利益率は13.3ポイント改善し、25.5％となりました。 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、497,810千円（前期比2.1％増）となりました。当連結会計年度の増加

は、主に採用費の増加によるものです。 

以上の結果、営業利益は、167,152千円（前期は損失152,823千円）となりました。 

③ 営業外損益及び経常利益 

営業外収益につきましては、51,758千円（前期比64.7％増）となりました。主な内訳は、有価証券利息30,787千円、

受取配当金11,543千円等であります。 

営業外費用につきましては、10,177千円（前期比5.6％減）となりました。主な内訳は、支払利息5,251千円、持分法

投資損失3,049千円等であります。 

以上の結果、経常利益は、208,733千円（前期は損失132,185千円）となりました。 

④ 特別損益及び税金等調整前当期純利益 

特別利益29,817千円（前期比34.2％減）、特別損失13,480千円（前期比61.4％減）を計上した結果、税金等調整前当

期純利益は225,070千円（前期は損失121,849千円）となりました。特別利益の主な内訳は、非上場株式の売却に伴う投

資有価証券売却益29,700千円、特別損失の主な内訳は、固定資産除却損等7,029千円及び厚生年金基金脱退特別掛金

6,178千円であります。 

⑤ 法人税等、少数株主利益及び当期純利益 

当連結会計年度の法人税等は、課税所得推移及び将来の課税所得の予測等を総合的評価し、繰延税金資産について評

価を行い、法人税等調整額をマイナス38,286千円（前期は111,787千円）計上した結果、マイナス31,193千円（前期は

114,257千円）となりました。 

少数株主利益は、1,776千円（前期はマイナス5,552千円）となりました。 

以上の結果、当期純利益は、254,486千円（前期は損失230,554千円）となりました。 

 



(3）資金の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度末の比較連結貸借対照表、比較キャッシュ・フロー計算書は、次のとおりです。 

  

比較連結貸借対照表（要約） 

  

 

  
区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 前期比 

  金額（千円） 金額（千円） 増減額（千円） 増減率（％）

  （資産の部）  

  流動資産 3,074,414 2,764,991 △309,423 △10.1

   現金及び預金 1,086,249 580,015 △506,234 △46.6

   売掛金 875,067 1,001,190 126,123 14.4

   有価証券 801,811 1,002,857 201,046 25.1

   たな卸資産 225,277 68,595 △156,682 △69.6

   その他 86,008 112,333 26,325 30.6

  固定資産 997,029 1,509,635 512,606 51.4

   有形固定資産 31,305 32,727 1,422 4.5

   無形固定資産 21,356 42,310 20,954 98.1

   投資その他の資産 944,367 1,434,596 490,229 51.9

  資産合計 4,071,443 4,274,627 203,184 5.0

  （負債の部）  

  流動負債 545,323 710,031 164,708 30.2

   買掛金 197,467 173,782 △23,685 △12.0

   短期借入金 166,400 234,000 67,600 40.6

   その他 181,455 302,248 120,793 66.6

  固定負債 234,000 2,802 △231,198 △98.8

   長期借入金 234,000 － △234,000 △100.0

   繰延税金負債 － 2,802 2,802 －

  負債合計 779,323 712,834 △66,489 △8.5

  （純資産の部）  

  株主資本 3,292,120 3,546,607 254,487 7.9

   資本金 1,641,158 1,641,158 － 0.0

   資本剰余金 1,701,531 1,701,531 － 0.0

   利益剰余金 △50,569 203,917 254,486 －

  評価・換算差額等 － 4,085 4,085 －

  少数株主持分 － 11,100 11,100 －

  純資産合計 3,292,120 3,561,793 269,673 8.2

  負債・純資産合計 4,071,443 4,274,627 203,184 5.0



比較連結キャッシュ・フロー計算書（要約） 

  

① 財政状態の分析 

当社グループの当連結会計年度の財政状態の分析は、次のとおりです。 

ａ．概要 

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べて203,184千円増加し4,274,627千円となりました。 

流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べて309,423千円減少し2,764,991千円、総資産に占める流動資産

の比率は、前連結会計年度末の75.5％から10.8ポイント低下し64.7％となりました。主な減少要因といたしまして

は、運転資金を上回る資金の一部を資金運用に充てたことに伴い現金及び預金が減少したためであります。 

固定資産につきましては、無形固定資産の増加、投資有価証券の増加、関係会社出資金の増加、長期性預金の減少

等で、前連結会計年度末に比べて512,606千円増加し1,509,635千円となりました。 

流動負債につきましては、1年以内返済予定の長期借入金等の増加により、前連結会計年度末に比べて164,708千円

増加し710,031千円となりました。 

固定負債につきましては、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べて231,198千円減少し2,802千円と

なりました。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べて269,673千円増加し3,561,793千円、自己資本比率は、前連結会

計年度末の80.9％から2.2ポイント上昇し83.1％となりました。これは主に、業績が好調に推移したことにより利益

剰余金が254,486千円増加したことによるものであります。 

  

 

  
区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 前期比   

  金額（千円） 金額（千円） 増減額（千円）   

   税金等調整前当期純利益 △121,849 225,070 346,919 

   貸倒引当金の増減額 △126,312 222 126,534 

   売上債権の増減額 466,155 △126,122 △592,277 

   たな卸資産の増減額 △114,666 156,682 271,348 

   仕入債務の増減額 29,934 △23,684 △53,618 

   未払消費税等の増減額 △44,944 27,145 72,089 

   その他 267,477 81,702 △185,775 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 355,793 341,016 △14,777 

   定期預金の払戻による収入 － 200,000 200,000 

   定期預金の預入による支出 △200,000 － 200,000 

  
 投資有価証券の売却及び償還によ
る収入 

－ 379,200 379,200 

   投資有価証券の取得による支出 △362,000 △933,604 △571,604 

   その他 △221,133 △134,452 86,681 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △783,133 △488,856 294,277 

   長期借入金の返済による支出 △111,400 △166,400 △55,000 

   その他 400 9,050 8,650 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △110,999 △157,350 △46,351 

  現金及び現金同等物に係る換算差額 4,722 2 △4,720 

  現金及び現金同等物の増加額 △533,616 △305,187 228,429 

  現金及び現金同等物の期首残高 2,421,677 1,888,060 △533,617 

  現金及び現金同等物の期末残高 1,888,060 1,582,873 △305,187 



ｂ．有価証券について 

当連結会計年度末の有価証券は、流動資産の有価証券1,002,857千円及び固定資産の投資有価証券1,000,737千円で

あり、有価証券の合計額は、前連結会計年度末に比べて788,910千円増加し2,003,595千円となりました。また、総資

産に対する構成比率は、前連結会計年度末の29.8％から17.1ポイント上昇し46.9％となりました。 

流動資産の有価証券1,002,857千円は、全額公社債投資信託であります。固定資産の投資有価証券1,000,737千円の

内訳は、債券550,000千円、株式投資信託206,993千円、関係会社株式60,349千円、未上場株式172,157千円及び投資

事業有限責任組合への出資持分11,236千円であります。 

有価証券合計額のうち、時価のあるものは206,993千円、時価評価されていいないものは1,796,601千円でありま

す。なお、時価のある有価証券で貸借対照表計上額が取得価額を超えないものはありません。 

② キャッシュ・フロー 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益225,070千円及びたな卸資産の減少156,682

千円による収入が売上債権の増加126,122千円を上回り、営業活動によるキャッシュ・フローがプラスとなる一方で、投

資有価証券の取得による支出や長期借入金の返済による支出等があり投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動

によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末1,888,060千円から

305,187千円減少し、当連結会計年度末には1,582,873千円となりました。 

なお、営業活動によるキャッシュ・フローは341,016千円のプラス、投資活動によるキャッシュ・フローは488,856千

円のマイナス、財務活動によるキャッシュ・フローは157,350千円のマイナスとなりました。 

③ 資金需要 

当社グループの資金需要は、大きく運転資金と投資資金の2つから構成されます。 

運転資金は、主に人件費及び外注費等から構成される製造費、販売費及び一般管理費であります。当社グループの売

上高の大部分を占める受託システム開発については、開発の着手から完成、顧客への納品、検収、売上債権回収までに

一定の期間を要しますが、基本的にこの間は人件費及び外注費等の支出が先行するため、納品、検収まで長期間を要す

る大型案件を受注した場合は運転資金需要が増加します。 

当社グループは、事業提携等を目的として戦略的な投資活動を行っており、当該投資活動に係る資金需要が発生しま

す。戦略的な投資を機動的、タイムリーに実施するために手許流動性を重視しております。当連結会計年度は、新規投

資による支出が事業目的を達成した投資の売却等の収入を上回りました。 

  

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施した設備投資総額は12,576千円で、その主なものはパソコン・サーバー機器等の取得でありま

す。また、当連結会計年度において重要な設備の売却、除却等はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 平成19年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．建物は、空調・電気・電話設備及びパーティション等の建物附属設備であります。 

３．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数（派遣社員を含む）は[ ]内に平均人数を外書きで記載しております。 

４．上記の他、主要な賃借、リースは下記のとおりであります。なお、リース契約は件数が多く、多岐にわたるため、数量

の記載は省略しております。 

  

(2）国内子会社 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 
(所 在 地) 

設備の内容 

帳  簿  価  額
従業員数

(人) 建物
（千円） 

器具備品
（千円） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 
(東京都中央区) 

事務所設備及び
パソコン等 

18,895 13,652 － 32,547 
90

[ 6 ]

  事業所名 設備の内容 年間賃借料及びリース料（千円）

  本社 事務所（1,092.74㎡）（賃 借） 111,989 

  本社 パソコン等（リース） 6,666 

  名古屋事業所 事務所 （161.40㎡）（賃 借） 3,289 

 会社名 設備の内容 年間賃借料及びリース料（千円）

㈱イーシー・ワンバリテック 事務所 （239.91㎡）（賃 借） 3,004 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）１．発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２．提出日現在の発行数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株引受権（ストックオプション）

及び新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

  旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 

② 平成15年６月24日株主総会決議 

 （注）１．主な新株予約権の行使条件について 

A.新株予約権の割当を受けた者（以下、「対象者」という。）は、権利行使の時点において、当社の取締役、監査役、

従業員又は顧問の地位にあることを要する。ただし、当社の取締役、監査役を任期満了により退任した場合、定年退

職その他正当な理由のある場合において、当社取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める場合にはこの限りで

ない。 

B.新株予約権の譲渡、質入れその他の処分及び相続は認めない。 

C.その他の条件は、当社と対象者との間で別途締結する「新株予約権割当契約書」に定める。 

２．新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から権利行使された株数及び退職等により権利

を喪失した株数を控除した数のことであります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 118,208 

計 118,208 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 40,479 40,479 ジャスダック証券取引所 （注） 

計 40,479 40,479 － － 

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数 (個) 190 188 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
(注)２． 

190 188 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり133,453円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から
平成20年６月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価格 133,453円
資本組入額 66,727円 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)１. 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)１. 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



３．平成17年３月３日付で伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（旧伊藤忠テクノサイエンス株式会社）を引受先とする

第三者割当増資を行っております。これにより「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    251,920円  資本組入額    99,875円 

２．新株引受権権利行使 

発行価格    25,000円  資本組入額    12,500円 

３．新株引受権権利行使 

発行価格    25,000円  資本組入額    12,500円 

４．新株引受権権利行使 

発行価格    25,000円  資本組入額    12,500円 

発行価格    180,000円  資本組入額    90,000円 

５．有償第三者割当 

発行価格    150,000円  資本組入額    75,000円 

割当先  伊藤忠テクノソリューションズ株式会社（旧伊藤忠テクノサイエンス株式会社） 

６．新株予約権権利行使 

発行価格    133,453円  資本組入額    66,727円 

  

 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年６月25日 
（注）１． 

3,000 32,552 299,625 1,103,788 456,135 1,164,161 

平成14年６月26日 
～平成15年３月31日 

（注）２． 
320 32,872 4,000 1,107,788 4,000 1,168,161 

平成15年４月１日 
～平成16年３月31日 

（注）３． 
180 33,052 2,250 1,110,038 2,250 1,170,411 

平成16年４月１日 
～平成17年３月２日 

（注）４． 
424 33,476 5,920 1,115,958 5,920 1,176,331 

平成17年３月３日 
（注）５． 

7,000 40,476 525,000 1,640,958 525,000 1,701,331 

平成17年４月１日 
～平成18年３月31日 

（注）６． 
3 40,479 200 1,641,158 200 1,701,531 



(5）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。 

  

(6）【大株主の状況】 

  

 

     平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況

端株の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 8 13 34 4 3 2,953 3,015 － 

所有株式数
（株） 

－ 3,197 1,172 14,748 1,089 8 20,265 40,479 － 

所有株式数の
割合（％） 

－ 7.9 2.9 36.4 2.7 0.0 50.1 100 － 

    平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤忠テクノソリューションズ

株式会社 
東京都千代田区霞が関3-2-5 7,660 18.9 

矢崎総業株式会社 東京都港区三田1-4-28 3,684 9.1 

加山 幸浩 千葉県松戸市 1,966 4.9 

首 英裕 神奈川県川崎市宮前区 1,390 3.4 

株式会社良品計画 東京都豊島区東池袋4-26-3 1,144 2.8 

矢崎 裕彦 東京都港区 1,120 2.8 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 894 2.2 

株式会社静岡銀行 
（常任代理人 日本マスタート
ラスト信託銀行株式会社） 

静岡県静岡市葵区呉服町1-10
（東京都港区浜松町2-11-3） 

892 2.2 

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 
10036, U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿4-20-3） 

739 1.8 

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲2-4-1 720 1.8 

計 － 20,209 49.9 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、「議決権の数」欄

には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) － － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 40,479 40,479
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

端株 － － － 

発行済株式総数 40,479 － － 

総株主の議決権 － 40,479 － 

      平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株式数

（株） 
他人名義所有株式数

（株） 
所有株式数の合計

（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合（％） 

－ － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商法の規定に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

 平成15年６月24日株主総会決議 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行することを平成15年６月24日の株主総会において

決議されたものです。 

 （注） 発行価額は、権利付与日後に当社が時価を下回る払込金額で新株式を発行する場合には、次の算式により調整されます。 

また、発行価額は、株式の分割または併合の場合にも適宜調整されます。ただし、発行価額は、当社普通株式を適法に発

行するために必要な 低金額を下回らないものとし、かつ、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げます。 

  

  

決議年月日 平成15年６月24日

付与対象者の区分及び人数 
① 取締役      4名
② 監査役       4名 
③ 顧問及び従業員  124名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上 (注)

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

    
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額   

  調整後発行価額 ＝ 調整前発行価額 × １株当たり時価   

    既発行株式数 ＋ 分割・新規発行株式数   



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

当社グループは株主への利益還元を経営の重要な課題と位置づけております。利益配分につきましては、企業体質の強化と将

来の事業展開のために内部留保の充実を図るとともに業績に応じた配当を行うことを基本方針としております。 

当社は、年１回の期末配当を行うことを基本方針としております。配当の決定機関は、期末配当については株主総会でありま

す。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業協会の公

表のものであります。なお、第７期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表のものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

決議年月日 
配当額の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 

平成19年６月27日 

定時株主総会決議 
40,479 1,000 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 700,000 438,000 
198,000

※379,000 
267,000 120,000 

最低（円） 190,000 102,000 
140,000

※141,000 
79,000 55,500 

月別 平成18年10月 平成18年11月 平成18年12月 平成19年１月 平成19年２月 平成19年３月

最高（円） 65,500 65,000 64,000 102,000 99,000 88,000 

最低（円） 56,000 55,500 56,500 60,200 80,300 75,000 



５【役員の状況】 

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数（株） 

代表取締役社

長 
  最首 英裕 昭和36年４月12日生 

昭和60年４月 株式会社エイ・エス・ティ入社 

平成９年９月 Spyglass,Inc.日本支社代表 

平成10年４月 当社設立 取締役副社長 

平成16年４月 当社代表取締役社長(現任) 

注3 1,390 

常務取締役 経営企画部長 村永 実 昭和42年５月６日生 

平成４年10月 青山監査法人入所 

平成10年５月 公認会計士登録 

平成11年10月 当社入社 

平成12年10月 当社財務・企画部長 

平成15年６月 当社取締役経営企画部長 

平成16年４月 当社取締役管理本部長 

平成18年４月 当社取締役経営企画部長 

平成18年７月 当社常務取締役経営企画部長

（現任） 

注3 15 

取締役 開発事業部長 西村 義浩 昭和38年４月７日生 

昭和62年４月 株式会社オージス総研入社 

平成14年４月 イーキューブネット・ドットコ

ム技術部長 

平成16年１月 当社入社 

平成17年４月 当社開発第一部長 

平成18年４月 当社開発本部長 

平成18年６月 当社取締役開発本部長 

平成19年４月 当社取締役開発事業部長（現

任） 

注3 10 

取締役 
サービス事業

部長 
山本 治 昭和40年６月９日生 

平成３年４月 共同コンピュータサービス株式

会社入社 

平成11年７月 アクセンチュア株式会社入社 

平成15年６月 当社入社 

平成16年４月 当社cBankソリューション第三

部長 

平成17年４月 当社開発本部副本部長 

平成18年４月 当社ビジネス・クリエーション

部長 

平成18年６月 当社取締役ビジネス・クリエー

ション部長 

平成19年４月 当社取締役サービス事業部長

（現任） 

注3 5 

取締役 
名古屋事業部

長 
川手 正己 昭和42年３月27日生 

昭和60年４月 株式会社日立製作所入社 

平成２年４月 トヨタ情報システム愛知株式会

社入社 

平成６年７月 株式会社コンピュータ・テクノ

ロジー・インテグレイタ入社

（現 株式会社中電シーティー

アイ） 

平成17年10月 当社入社 

平成18年９月 当社名古屋事業部長 

平成19年６月 当社取締役名古屋事業部長（現

任） 

注3 10 



 （注）１．取締役小又力は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式
数（株） 

取締役   小又 力 昭和23年３月10日生 

昭和46年４月 矢崎総業株式会社入社 

平成15年４月 同社自動車機器技術開発室三

菱・マツダ・スズキ開発センタ

ー長 

平成19年４月 株式会社デイシス代表取締役社

長（現任） 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

注3 － 

常勤監査役   大橋 正憲 昭和12年８月24日生 

昭和36年４月 三菱電機株式会社入社 

昭和61年６月 同社半導体事業部営業計画部長 

平成３年６月 同社監査部長 

平成６年６月 三菱電機情報ネットワーク株式

会社常務取締役 

平成８年６月 同社専務取締役 

平成10年６月 同社取締役社長 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

注4 － 

監査役   片岡 義夫 昭和19年１月10日生 

昭和42年４月 三菱商事株式会社入社 

昭和51年４月 弁護士登録 

昭和51年４月 山崎法律特許事務所入所 

昭和58年９月 ベイカー・アンド・ホステット

ラー法律事務所入所 

昭和61年４月 片岡法律事務所開設代表者（現

任） 

平成15年６月 当社監査役（現任） 

注4 － 

監査役   木下 勉 昭和21年10月22日生 

昭和44年４月 三菱商事株式会社入社 

平成12年４月 株式会社シーティーアイ入社

（現 株式会社中電シーティー

アイ） 

平成18年11月 当社顧問 

平成19年６月 当社監査役（現任） 

注4 － 

計 1,430 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、環境変化に対し的確及び迅速な経営判断を行えるよう経営体制を整備すると共に、経営に対するチェック機能の充実

を図り、経営の透明性と公正性を高めて行くことが重要な経営課題の一つと認識しており、当社の企業規模に即した実効性のあ

るコーポレート・ガバナンスの仕組及び経営システムの確立に向け取り組んでおります。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の内容 

当社は、監査役制度を採用しております。監査役３名は全て社外監査役であり、取締役会、経営会議、その他重要な会議へ

出席を含め、経営の監視を行っております。 

会社の意思決定機関である取締役会の活性化、経営陣に対する経営監視機能を強化するため、社外取締役１名を選任してお

ります。取締役会は月１回以上開催し、会社の重要事項の決定、業績の進捗状況等の報告を行っております。 

また、各種の経営課題について議論を行い、迅速な経営判断、対処をするために、常勤取締役全員により構成される経営会

議を設置し、原則として週１回以上開催しております。 

社外役員の専従スタッフは設けておりませんが、人事総務部において適宜対応しております。 

②内部統制システム、リスク管理システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は、「職務権限規程」を始めとした各種規程類により、業務分掌、職務権限、決裁事項、決裁者、決裁権限等の範囲を

明らかにすると共に、業務の能率的運営及び責任体制の確立を図っております。 

当連結会計年度において当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は次のとおりであります。

  

1） 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
当社は、役職員が法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守し、行動するための行動規範を定め、取締役自らによる率先垂

範を通じて使用人への周知徹底を図る。 
当社は、社外取締役を継続して選任することにより、取締役の職務執行について、その適法性に関する監督機能の維持・

向上を図る。 
又、当社は、使用人が法令若しくは定款上疑義がある行為等を認知し、それを告発しても、当該使用人に不利益な扱いを行
わない。 

2） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その保存媒体に応じて安全かつ検索性の高い状態で保

存・管理し、取締役又は監査役からの閲覧の要請があった場合、速やかに閲覧が可能となる場所に保管する。 

3） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を新たに制定し、個々のリスクについての管理責任者を決定し、同規程に

従ったリスク管理体制を構築する。不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、迅

速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防止し、損失を最小限に止める体制を整える。 

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、取締役会を原則月1回開催するほか、

必要に応じて随時に開催する。又、当社は、職務権限規程を定め、取締役決裁、社長決裁等の権限を明確化し、社長決裁事

項の内、重要な事項については、原則週1回開催している経営会議（常勤取締役で構成）にて審議の上、執行決定を行う。 

代表取締役は、経営計画に基づいた各部門の目標に対し、職務執行が効率的に行われるよう監督する。各部門担当取締役

は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な業務執行体制を決定する。代表取締役は、その遂行

状況を各部門担当取締役に、取締役会及び経営会議において定期的に報告させ、施策及び効率的な業務執行体制を阻害する

要因の分析とその改善を図る。 

5）当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

子会社は、当社との連携及び情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の性質、機関の設計、その他会社の個性及び特性を踏

まえつつ、自立的に内部統制システムを整備することを基本とする。 

当社は、関連会社管理規程に基づき、管理担当取締役の下、各部門が各々担当する子会社の管理を行う。子会社の取締役又

は監査役を当社より派遣し、派遣された取締役は子会社の取締役の職務執行を監視・監督し、派遣された監査役は子会社の

業務執行状況を監査する。 

6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役は監査役と協議の上、監査役スタッフを置く

ものとする。 

7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

前号の監査役スタッフは、監査役が求める業務補助を行う間、取締役の指揮命令を受けないものとする。又、当該使用人

の人事異動、人事評価及び賞罰措置は、監査役会の同意を得なければならない。 

8） 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制 

取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生するおそれがあるとき、或いは、役職員による違

法又は不正な行為を発見したときは、直ちに監査役会に報告する。 

内部統制システムの基本方針 



前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求め、重要と思われる会議に出席し、

書類の提示を求めることができる。 

9） その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

当社は、企業活動に対する見識豊富な社外監査役の就任を確保し、社外監査役の代表取締役に対する独立性を保持し、的

確な監査が行える体制を整える。 

代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、相互の意思疎通を図るものとする。監査役は、内部監査部門と緊密な連携

を保つと共に、必要に応じて内部監査部門に調査を求める。監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見及び情報の

交換を行うと共に、必要に応じて会計監査人に報告を求める。 

当社は、監査役の必要に応じて、監査役が、会社の顧問弁護士とは別の弁護士、その他外部の専門家に相談することができ

る体制を確保する。 

  

③内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査及び監査役監査、会計監査の状況につきましては、それぞれの監査計画に基づき実施されておりますが、情報交換

やお互いの監査に同行するなどして連携を図っております。 

当社は、みすず監査法人と会社法及び証券取引法に基づく監査に係る監査契約を締結し、会計に関する指導を受けるほか、

通常の会計監査のなかで内部統制を充実すべく指導・助言を受けております。当事業年度において業務を執行した公認会計士

は、秋山 賢一及び小林 功幸の２名であり、何れも継続監査年数は１年以内であります。監査業務に係る補助者は、監査法

人の決定に基づき主に公認会計士及び会計士補から構成されております。 

④社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引その他の利害関係の概要 

当社と社外取締役１名及び社外監査役３名との利害関係はありません。 

  

(2) 役員報酬の内容 

 （注）取締役の報酬には上表のほかに使用人兼務取締役の使用人給与相当額21,996千円があります。 

  

(3) 監査報酬の内容 

   （注）会計監査人の報酬は、当社とみすず監査法人との公認会計士法第２条第１項に基づく報酬であり、それ以外の報酬（コ

ンサルティング報酬等）はありません。 

 

  対象人数 当期支払総額 

取締役 社内取締役 報酬 ５名 31,545千円 

社外監査役   報酬 ３名 12,299千円 

  当期支払総額 

会計監査人 報酬 13,000千円 



第５【経理の状況】 
  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務

諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については中央青山監査法人により監査を受

け、また当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成18年４月１日か

ら平成19年３月31日まで）の財務諸表については、みすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

 

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     1,086,249 580,015 

２．売掛金     875,067 1,001,190 

３．有価証券     801,811 1,002,857 

４．たな卸資産     225,277 68,595 

５．繰延税金資産     34,003 72,187 

６．その他     52,855 41,218 

  貸倒引当金     △  850 △1,072 

流動資産合計     3,074,414 75.5 2,764,991 64.7

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1) 建物   29,838 33,239  

減価償却累計額   11,210 18,628 14,343 18,895 

(2) 器具備品   55,299 43,211  

減価償却累計額   42,621 12,677 29,379 13,832 

有形固定資産合計     31,305 0.8 32,727 0.8

２．無形固定資産      

(1) ソフトウェア     19,883 40,837 

(2) 電話加入権     1,473 1,473 

無形固定資産合計     21,356 0.5 42,310 1.0

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※１   412,874 1,000,737 

(2) 出資金 ※１   60,000 177,207 

(3) 敷金保証金     102,226 77,293 

(4) 長期性預金     300,000 100,000 

(5) 保険積立金     69,266 78,571 

(6) 長期前払費用     － 685 

(7) 長期未収入金     630 630 

(8) 繰延税金資産     － 101 

  貸倒引当金     △  630 △630 

投資その他の資産合計     944,367 23.2 1,434,596 33.5

固定資産合計     997,029 24.5 1,509,635 35.3

資産合計     4,071,443 100.0 4,274,627 100.0

       



  

  

   
前連結会計年度

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金     197,467 173,782 

２．１年以内返済予定の長
期借入金 

    166,400 234,000 

３．未払金     9,557 32,409 

４．未払費用     110,397 77,758 

５．未払法人税等     7,169 13,000 

６．未払消費税等     346 27,492 

７．前受金     45,149 56,125 

８．賞与引当金     － 79,572 

９．その他     8,833 15,888 

流動負債合計     545,323 13.4 710,031 16.6

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金     234,000 － 

２．繰延税金負債     － 2,802 

固定負債合計     234,000 5.7 2,802 0.1

負債合計     779,323 19.1 712,834 16.7

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２   1,641,158 40.3 － －

Ⅱ 資本剰余金     1,701,531 41.8 － －

Ⅲ 利益剰余金     △ 50,569 △1.2 － －

資本合計     3,292,120 80.9 － －

負債及び資本合計     4,071,443 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 1,641,158 38.4

２．資本剰余金     － － 1,701,531 39.8

３．利益剰余金     － － 203,917 4.7

株主資本合計     － － 3,546,607 82.9

Ⅱ 評価・換算差額等      

その他有価証券評価差
額金 

    － － 4,085 0.1

評価・換算差額等合計     － － 4,085 0.1

Ⅲ 少数株主持分     － － 11,100 0.3

純資産合計     － － 3,561,793 83.3

負債純資産合計     － － 4,274,627 100.0

       



②【連結損益計算書】 

  

 

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     2,739,369 100.0 2,609,719 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２   2,404,805 87.8 1,944,756 74.5

売上総利益     334,563 12.2 664,963 25.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   487,387 17.8 497,810 19.1

営業利益又は営業損失
（△） 

    △152,823 △5.6 167,152 6.4

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   23,969 4,218  

２. 有価証券利息   － 30,787  

３．受取配当金   1,420 11,543  

４．保険配当金   2,442 1,883  

５．為替差益   3,206 －  

６．その他   377 31,416 1.2 3,326 51,758 2.0

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   8,224 5,251  

２．支払手数料   2,545 －  

３．有価証券評価損   9 －  

４．為替差損   － 45  

５．持分法投資損失   － 3,049  

６．創立費   － 1,371  

７．その他   － 10,778 0.4 460 10,177 0.4

経常利益又は経常損失
（△） 

    △132,185 △4.8 208,733 8.0

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   － 29,700  

２．子会社株式売却益   2,804 －  

３. 出資金運用益   － 117  

４．貸倒引当金戻入益   42,481 45,286 1.7 － 29,817 1.1

       



  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失      

１．持分変動損   1,735 273  

２．出資金運用損   1,721 －  

３．固定資産除却損等 ※３ 31,493 7,029  

４．厚生年金基金脱退特別
掛金 

  － 34,951 1.3 6,178 13,480 0.5

税金等調整前当期純利
益又は税金等調整前当
期純損失（△） 

    △121,849 △4.4 225,070 8.6

法人税、住民税及び事
業税 

  2,470 7,093  

法人税等調整額   111,787 114,257 4.2 △38,286 △31,193 △1.3

少数株主利益又は少数
株主損失（△） 

    △5,552 △0.2 1,776 0.1

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    △230,554 △8.4 254,486 9.8

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

  

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年3月31日） 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,701,331

Ⅱ 資本剰余金増加高  

  増資による新株の発行   200 200

Ⅲ 資本剰余金期末残高   1,701,531

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高   179,985

Ⅱ 利益剰余金減少高  

  当期純損失   230,554 230,554

Ⅲ 利益剰余金期末残高   △ 50,569

   

  

株主資本
評価・換算
差額等 

少数株主持
分 

純資産合計

資本金 
資本剰余
金 

利益剰余金
株主資本合
計 

その他
有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,641,158 1,701,531 △50,569 3,292,120 － － 3,292,120

連結会計年度中の変動額      

当期純利益     254,486 254,486   254,486

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純
額） 

    4,085 11,100 15,185

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
－ － 254,486 254,486 4,085 11,100 269,672

平成19年3月31日 残高 
（千円） 

1,641,158 1,701,531 203,917 3,546,607 4,085 11,100 3,561,793



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

税金等調整前当期純利益又は税
金等調整前当期純損失（△） 

  △ 121,849 225,070 

減価償却費   26,928 13,432 

貸倒引当金の増減額（減少△）   △ 126,312 222 

賞与引当金の増加額   － 79,572 

受取利息及び受取配当金   △ 25,389 △46,549 

支払利息   8,224 5,251 

為替差損益（差益△）   △ 2,787 △2 

有価証券評価損   9 － 

投資有価証券売却益   － △29,700 

出資金運用損益（利益△）   1,721 △117 

持分法投資損失   － 3,049 

固定資産除却損   31,493 7,029 

売上債権の増減額（増加△）   466,155 △126,122 

たな卸資産の増減額（増加△）   △ 114,666 156,682 

仕入債務の増減額（減少△）   29,934 △23,684 

未払金の増加額   1,941 8,509 

未払費用の増減額（減少△）   19,096 △32,527 

前受金の増加額   40,099 10,976 

未払消費税等の増減額 
（減少△） 

  △ 44,944 27,145 

その他   161,945 34,267 

小計   351,598 312,504 

利息及び配当金の受取額   14,675 37,808 

利息の支払額   △ 8,100 △5,362 

法人税等の支払額   △ 2,380 △3,934 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  355,793 341,016 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

定期預金の払戻による収入   － 200,000 

定期預金の預入による支出   △ 200,000 － 

有形固定資産の取得による支出   △ 8,934 △11,853 

無形固定資産の取得による支出   △ 34,397 △18,226 

投資有価証券の売却及び償還に
よる収入 

  － 379,200 

投資有価証券の取得による支出   △ 362,000 △933,604 

出資による支出   △ 60,000 △120,000 

子会社株式売却に伴う減少額 ※２ △ 48,935 － 

保険積立金の減少額   － 34,658 

保険積立金の増加額   △ 69,266 △43,962 

敷金保証金の減少による収入   401 34,075 

敷金保証金の増加による支出   － △9,143 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △ 783,133 △488,856 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  

長期借入金の返済による支出   △ 111,400 △166,400 

株式の発行による収入   400 － 

少数株主に対する株式の発行に
よる収入 

  － 9,050 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △ 110,999 △157,350 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  4,722 2 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △ 533,616 △305,187 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   2,421,677 1,888,060 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,888,060 1,582,873 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 連結子会社の数 ３社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  ・㈱インベストメント・ワン 

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありましたEC-One China 

Holding,Inc.及びEC-One China Co., 

Ltd.は平成17年９月に株式を売却した

ため、損益計算書のみ連結しておりま

す。 

・㈱インベストメント・ワン 

・㈱イーシー・ワンバリテック 

・㈱シフト・セブンコンサルティング 

 ㈱イーシー・ワンバリテック及び㈱

シフト・セブンコンサルティングにつ

いては、当連結会計年度において新た

に設立したため、連結の範囲に含めて

おります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 イ.持分法適用の非連結子会社数 

該当ありません。 

    ロ．持分法適用の関連会社数 ３社 

    会社名 

    ・コモンズ・メディア㈱ 

    ・Ubiquitous International 

Holding Ltd. 

    ・SOAコラボレーション有限責任事業

組合 

    コモンズ・メディア㈱及び

Ubiquitous International Holding 

Ltd.については、当連結会計年度にお

いて新たに出資し、提出会社の関連会

社に該当することになったため、持分

法の適用範囲に含めております。 

SOAコラボレーション有限責任事業

組合については、当連結会計年度より

「有限責任事業組合及び合同会社に対

する出資者の会計処理に関する実務上

の取扱い」の適用により、持分法の適

用範囲に含めております。 

    ハ．持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社の名称 

    該当事項はありません。 

    ニ．他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算に

おいて所有しているにもかかわら

ず関連会社としなかった当該他の

会社の名称 

    該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 



 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

イ．有価証券 イ．有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

なお、組込デリバティブを区分し

て 測定することが出来ない複合金

融商品は、複合金融商品全体を時価

評価し、評価差額を当連結会計年度

の損益に計上しております。 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

なお、組込デリバティブを区分し

て 測定することが出来ない複合金

融商品は、複合金融商品全体を時価

評価し、評価差額を当連結会計年度

の損益に計上しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

  ロ．たな卸資産 ロ．たな卸資産 

  商品 商品 

   移動平均法による原価法 同左 

  仕掛品 仕掛品 

    個別法による原価法 同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

イ．有形固定資産 イ．有形固定資産 

   定率法 同左 

  なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。 

  

  建物      ８～18年   

  器具備品    ４～10年   

  ロ．無形固定資産 ロ．無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

同左 

(3) 繰延資産の処理方法 ――――――― 創立費 

     支出時に全額費用として処理しており

ます。 

(4）重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 



  

 

項目 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    賞与引当金 

     従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当連結

会計年度負担額を計上しております。 

    （追加情報） 

     従来、従業員に対して支給する賞与に

ついては、「未払費用」（前連結会計年

度末53,622千円）に含めて計上しており

ましたが、給与制度を変更したため、当

連結会計年度より、賞与引当金として計

上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

――――――― 

(6) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

――――――― 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ――――――― 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

  これまでの資本の部の合計に相当する金額は  

3,550,692千円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  （ストック・オプション等に関する会計基準） 

   当連結会計年度より、「ストック・オプション等に

関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12

月27日）及び「ストック・オプション等に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平

成18年５月31日）を適用しております。これによる当

連結会計年度の損益に与える影響はありません。 

  

  （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

   当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第19号）を適用しております。

これによる当連結会計年度の損益に与える影響はあり

ません。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――――― （連結損益計算書） 

  「有価証券利息」は、前連結会計年度まで営業外

収益の「受取利息」に含めて表示しておりました

が、当連結会計年度より資金運用額の増加に伴い、

区分掲記しました。なお、前連結会計年度における

「有価証券利息」の金額は18,666千円であります。 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （和解による訴訟の解決） ――――――― 

白銅㈱から既に検収された情報システム開発の受託

に関連する営業債権について支払がなされず、同社に

対して平成15年６月20日に当社が有する営業債権等の

支払と当社が被った損害賠償の合計612,801千円の請

求を求める訴訟を東京地方裁判所に提起致しました。

その後、調停に付され、手続きを続けて参りました

が、裁判所から示された調停案に対し両社が受入れた

ため、平成17年12月15日付で和解が成立致しました。 

和解の内容は、白銅㈱が当社に対して、解決金とし

て370,000千円を支払うというものであります。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結損益計算書関係） 

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２．配当に関する事項 

(1）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

※１       ―――――――  

  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

  投資有価証券（株式） 60,349千円

出資金 177,207千円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式40,479株であ

ります。 

※２       ―――――――  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 
  

   

役員報酬 65,597千円

従業員給料 151,623 

支払手数料 53,895 

役員報酬 84,428千円

従業員給料 109,214 

賞与引当金繰入額 15,583 

採用費 55,754 

※２ 当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２ 当期製造費用に含まれる研究開発費 

20,925千円 24,553千円 

※３ 固定資産除却損等の内訳は、建物付属設備除却損

9,815千円、器具備品除却損379千円、ソフトウェ

ア除却損15,597千円及び事務所一部返却に伴う撤

去、原状回復費用5,700千円であります。 

※３ 固定資産除却損等の内訳は、建物付属設備除却損

101千円、器具備品除却損2,456千円、ソフトウェ

ア除却損879千円、事務所一部返却に伴う撤去、

原状回復費用1,618千円及びリース物件解約料

1,974千円であります。 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 40,479 － － 40,479 

合計 40,479 － － 40,479 

  株式の種類 
配当金の 

総額（千円） 
配当原資

1株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 

（決議） 
平成19年6月27日 
定時株主総会 

普通株式 40,479 利益剰余金 1,000 平成19年３月31日 平成19年６月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘定 1,086,249千円 

有価証券 801,811千円 

現金及び現金同等物 1,888,060千円 

現金及び預金勘定 580,015千円 

有価証券 1,002,857千円 

現金及び現金同等物 1,582,873千円 

※２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で

なくなった会社の資産及び負債の主な内訳 
―――――――― 

  
流動資産 168,064千円

固定資産 64,606 

 資産 合計 232,671 

流動負債 114,839 

負債 合計 114,839 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 4,849 2,666 2,182

合計 4,849 2,666 2,182

該当事項はありません。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 987千円

１年超 1,273千円

合計 2,260千円

該当事項はありません。 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 1,038千円

減価償却費相当額 969千円

支払利息相当額 77千円

支払リース料 951千円

減価償却費相当額 888千円

支払利息相当額 47千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）「債券 国債・地方債等」には複合金融商品が含まれております。当該複合金融商品に係る評価損9千円を連結損益計算書の営

業外費用に計上しております。 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上

額（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの 

債券       

 国債・地方債等 300,000 299,991 △ 9 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

－ － －

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 101,597

投資事業組合への出資金 11,286

フリーファイナンシャルファンド 801,811

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上

額（千円） 
差額（千円） 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの 

その他 200,104 206,993 6,888 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

79,200 29,700 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 232,507

国債・地方債等 550,000

投資事業組合への出資金 11,236

キャッシュ・マネージメント・ファンド 1,002,857 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成17年４月1日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月1日 至平成19年３月31

日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、平成12年11月より関東ITソフトウェア厚生年金基金（総合設立型）に加入しておりましたが、退職給付制度の

見直しを図り、平成19年２月28日付で同基金を脱退しました。現在は、平成20年３月期中の確定拠出年金制度の導入準備

を進めております。また、連結子会社は退職給付制度を設けておりません。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 当社が加入する関東ITソフトウェア厚生年金基金は総合設立型であるため、退職給付債務は計算しておりません。な

お、同基金の会社拠出分に係る年金資産残高は次表のとおりであります。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

 （注）１．退職給付費用は厚生年金基金に対する拠出額から従業員拠出額を控除した額を計上しております。 

２．当連結会計年度の金額には、厚生年金基金脱退特別掛金6,178千円が含まれております。 

  

 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

  （千円） （千円） 

  182,895 － 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （千円） （千円） 

  21,338 20,776 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

a.提出会社 

  

b.子会社（株式会社シフト・セブンコンサルティング） 

  

 

  
平成13年

ストック・オプション 
平成15年

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役  ４名 
従業員  85名 

取締役  ４名
監査役  ４名 
従業員  124名 

ストック・オプション数 普通株式 1,428株 普通株式 589株

付与日 平成13年10月17日 平成15年９月５日

権利確定条件 

付与日（平成13年10月17日）以
降、権利確定日（平成15年12月
31日）まで継続して勤務してい
ること。 

付与日（平成15年９月５日）以
降、権利確定日（平成17年６月
30日）まで継続して勤務してい
ること。 

対象勤務期間 
平成13年10月17日から
平成15年12月31日まで 

平成15年９月５日から
平成17年６月30日まで 

権利行使期間 
平成16年１月１日から
平成18年12月31日まで 

平成17年７月１日から
平成20年６月30日まで 

  
第１回

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役  ４名 
従業員  ７名 

ストック・オプション数 普通株式 555株 

付与日 平成19年３月17日 

権利確定条件 

付与日（平成19年３月17日）以
降、権利確定日（平成21年３月
16日）まで継続して勤務してい
ること。 

対象勤務期間 
平成19年３月17日から
平成21年３月16日まで 

権利行使期間 
平成21年３月17日から
平成29年３月16日まで 



(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して

記載しております。 

① ストック・オプションの数 

a.提出会社 

  

b.子会社（株式会社シフト・セブンコンサルティング） 

  

 

    
平成13年 

ストック・オプション 
平成15年

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   － －

付与   － －

失効   － －

権利確定   － －

未確定残   － －

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   588 240

権利確定   － －

権利行使   － －

失効   588 50

未行使残   － 190

    
第１回 

ストック・オプション 

権利確定前 （株） 

前連結会計年度末   －

付与   555

失効   －

権利確定   －

未確定残   555

権利確定後 （株） 

前連結会計年度末   －

権利確定   －

権利行使   －

失効   －

未行使残   －



② 単価情報 

a.提出会社 

  

b.子会社（株式会社シフト・セブンコンサルティング） 

  

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

a.提出会社 

 上記ストック・オプションは会社法施行日より前に付与されたストックオプションのため、記載を省略しております。 

b.子会社（株式会社シフト・セブンコンサルティング） 

 当連結会計年度において付与されたストック・オプションの単価は、未公開企業であるため、公正な評価単価に代えて単位あ

たりの本源的価値を見積る方法により算定しております。 

 単位あたり本源的価値を算定する基礎となる自社（株式会社シフト・セブンコンサルティング）の株式の評価額は、純資産法

に基づいて算定しております。 

  

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

a.提出会社 

 上記ストック・オプションは会社法施行日より前に付与されたストックオプションのため、記載を省略しております。 

b.子会社（株式会社シフト・セブンコンサルティング） 

基本的には、将来の失効数の見積りは困難であるため、実績の失効数のみを反映させる方法を採用しております。なお、当連

結会計年度におきましては該当事項はありません。 

  

４．連結財務諸表への影響額 

 上記ストック・オプションに対する、連結財務諸表への影響はありません。 

  

 

    
平成13年

ストック・オプション 
平成15年

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 172,817 133,453

行使時平均株価 （円） － －

公正な評価単価（付与日） （円） － －

    
第１回

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 50,000

行使時平均株価 （円） －

公正な評価単価（付与日） （円） －

  
第１回

ストック・オプション 

当連結会計年度末におけるストック・
オプションの本源的価値の合計額 

6,286千円

当連結会計年度中に行使されたストッ
ク・オプションの本源的価値の合計額 

－



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

  
繰延税金資産（流動）   

未払賞与 21,818千円

減価償却超過額 16,157 

その他 32,243 

  計 70,219 

繰延税金資産（固定）   

減価償却超過額 2,454 

投資有価証券 31,204 

繰越欠損金 102,409 

  計 136,067 

繰延税金資産 小計 206,287 

評価性引当額 △171,730 

繰延税金資産  計 34,557 

    

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △554 

  計 △554 

    

繰延税金資産の純額 34,003 

  

繰延税金資産   

賞与引当金 32,402千円

減価償却超過額 5,544 

投資有価証券 30,908 

繰越欠損金 9,349 

その他 38,117 

 繰延税金資産 小計 116,322 

評価性引当額 △43,756 

繰延税金資産  計 72,566 

    

繰延税金負債   

特別償却準備金 △277 

有価証券評価差額金 △2,802 

繰延税金負債 計 △3,080 

    

繰延税金資産の純額 69,486 

  

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（平成19年３月31日） 

当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上し

たため、主な項目別の内容は注記しておりません。 

なお、法定実効税率は40.69％であります。 

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない金額 0.82 

住民税均等割 1.42 

評価性引当額の増減額 △56.86 

その他 0.07 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △13.86 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月

31日） 

当社グループの事業区分は、情報サービスを提供する単一セグメントであり、当該事業以外に事業の種類がないため当該

事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合が

いずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３

月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  



【関連当事者との取引】 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  同社との取引に関しては、資本関係の無い取引先と取引を行なう場合と同様の手続、方法により案件毎に決定し

ております。 

３．被所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力があるためその他の関係会社としたものでありま

す。 

  

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

関連当事者との取引金額及び期末残高に重要性がないため、記載を省略しております。 

 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金

（百万円） 
事業の内
容 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の関
係会社 

伊藤忠テ
クノサイ
エンス㈱ 

東京都 
千代田区 

21,763 
情報サー
ビス 

（被所有）
18.9 

役員の
兼任 
１名 

サービ
スの提
供 

システム開発
の受託等 

308,315 売掛金 108,516

商品の仕入 450 － －



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 81,329円 10 銭

１株当たり当期純損失金額 5,695円 81 銭

１株当たり純資産額 87,716円 91 銭 

１株当たり当期純利益金額 6,286円 88 銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益（純損失）金額    

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △ 230,554 254,486 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△ 230,554 254,486 

期中平均株式数（株） 40,478 40,479 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株引受権１種類（新株引受権

の数588株） 

新株予約権１種類（新株予約権

の数240個） 

この詳細は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権１種類（新株予約権

の数190個） 

この詳細は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 166,400 234,000 1.6 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 234,000 － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

計 400,400 234,000 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   
   

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金     1,055,309 536,545 

２．売掛金 ※２   874,752 968,764 

３．有価証券     801,811 1,002,857 

４．商品     4,656 － 

５．仕掛品     220,620 68,595 

６．未収入金     2,303 8,749 

７．前払費用     14,206 10,167 

８．関係会社短期貸付金     － 50,000 

９．繰延税金資産     34,003 71,941 

10．その他     36,345 20,480 

  貸倒引当金     △  850 △  1,020 

流動資産合計     3,043,159 74.6 2,737,082 64.0

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1) 建物   29,838 33,239  

減価償却累計額   11,210 18,628 14,343 18,895 

(2) 器具備品   55,299 43,009  

減価償却累計額   42,621 12,677 29,356 13,652 

有形固定資産合計     31,305 0.8 32,547 0.7

２．無形固定資産      

(1) ソフトウェア     19,883 40,837 

(2) 電話加入権     1,473 1,473 

無形固定資産合計     21,356 0.5 42,310 1.0



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券     401,548 929,150 

(2) 関係会社株式     50,000 109,800 

(3) 出資金     60,000 － 

(4) 関係会社出資金     － 177,207 

(5) 敷金保証金     102,226 70,793 

(6) 長期性預金     300,000 100,000 

(7) 保険積立金     69,266 78,571 

(8) 長期前払費用     － 685 

(9) 長期未収入金     630 630 

  貸倒引当金     △  630 △  630 

投資その他の資産合計     983,041 24.1 1,466,208 34.3

固定資産合計     1,035,703 25.4 1,541,067 36.0

資産合計     4,078,862 100.0 4,278,150 100.0

       



  

 

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）  
   

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金     197,467 183,340 

２．１年以内返済予定の長
期借入金 

    166,400 234,000 

３．未払金     7,864 26,509 

４．未払費用     110,397 71,661 

５．未払法人税等     6,989 10,334 

６．未払消費税等     － 23,947 

７．賞与引当金     － 76,662 

８．前受金     45,149 56,125 

９．預り金     5,345 10,131 

10．その他     1,700 2,200 

流動負債合計     541,314 13.3 694,912 16.2

Ⅱ 固定負債      

１．長期借入金     234,000 － 

２．繰延税金負債     － 2,802 

固定負債合計     234,000 5.7 2,802 0.1

負債合計     775,314 19.0 697,715 16.3

        



  

  

   
前事業年度

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※１   1,641,158 40.2 － 

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   1,701,531 －  

資本剰余金合計     1,701,531 41.7 － －

Ⅲ 利益剰余金      

１．任意積立金      

(1) 特別償却準備金   1,183 －  

(2) 別途積立金   140,000 －  

２．当期未処理損失（△）   △ 180,325 －  

利益剰余金合計     △ 39,142 △ 0.9 － －

資本合計     3,303,547 81.0 － －

負債資本合計     4,078,862 100.0 － －

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金     － － 1,641,158 38.4

２．資本剰余金      

(1) 資本準備金   － 1,701,531  

資本剰余金合計     － － 1,701,531 39.8

３．利益剰余金      

(1) その他利益剰余金      

特別償却準備金   － 394  

繰越利益剰余金   － 233,265  

利益剰余金合計     － － 233,659 5.4

株主資本合計     － － 3,576,349 83.6

Ⅱ 評価・換算差額等      

１. その他有価証券評価差
額金 

    － － 4,085 0.1

評価・換算差額等合計     － － 4,085 0.1

純資産合計     － － 3,580,434 83.7

負債純資産合計     － － 4,278,150 100.0

       



②【損益計算書】 

  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     2,712,324 100.0 2,496,297 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   2,418,239 89.2 1,909,107 76.5

売上総利益     294,085 10.8 587,189 23.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

１．役員報酬   43,103 43,845  

２．従業員給料   138,643 100,905  

３．賞与引当金繰入額   － 15,152  

４．法定福利費   22,238 18,146  

５．福利厚生費   1,169 1,103  

６．旅費交通費   9,618 12,961  

７．通信費   4,057 3,826  

８．消耗品費   2,304 3,972  

９．水道光熱費   3,154 2,487  

10．減価償却費   11,462 2,702  

11．地代家賃   36,274 24,507  

12．リース料   1,182 1,730  

13．支払手数料   54,926 46,015  

14．貸倒引当金繰入額   － 170  

15．接待交際費   3,417 5,218  

16．広告宣伝費   5,440 3,738  

17．採用費   30,827 55,120  

18．その他   58,698 426,518 15.7 68,209 409,813 16.4

営業利益又は営業損失
（△） 

    △ 132,432 △4.9 177,376 7.1

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息   23,752 4,466  

２．有価証券利息   － 30,787  

３．受取配当金   1,420 11,543  

４．保険配当金   2,442 1,883  

５．その他   377 27,992 1.0 2,492 51,173 2.0

       



  

 

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   7,919 5,251  

２．支払手数料   2,499 －  

３．有価証券評価損   9 －  

４．為替差損   82 45  

５．その他   － 10,511 0.3 460 5,756 0.2

経常利益又は経常損失
（△） 

    △ 114,951 △4.2 222,793 8.9

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   － 29,700  

２．子会社株式売却益   43,553 －  

３．貸倒引当金戻入益   42,481 86,035 3.2 － 29,700 1.2

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産除却損等 ※２ 31,493 7,029  

２．厚生年金基金脱退特別
掛金 

  － 31,493 1.2 6,178 13,207 0.5

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

    △60,409 △2.2 239,285 9.6

法人税、住民税及び事
業税 

  2,290 4,422  

法人税等調整額   144,318 146,608 5.4 △37,938 △33,516 △1.3

当期純利益又は当期純
損失（△） 

    △ 207,018 △7.6 272,801 10.9

前期繰越利益     26,692 － 

当期未処理損失（△）     △ 180,325 － 

       



売上原価明細書 

 （注） 当社の原価計算方法は、個別原価計算による実際原価計算であります。 

  

  

   
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費     265,596 10.6 105,811 6.0

Ⅱ 労務費     769,872 30.7 625,155 35.7

Ⅲ 外注費     1,228,169 48.9 812,574 46.4

Ⅳ 経費      

１．旅費交通費   42,871 39,942  

２．通信費   12,532 8,353  

３．消耗品費   15,265 19,598  

４．水道光熱費   9,055 8,947  

５．地代家賃   113,591 92,808  

６．減価償却費   11,880 10,708  

７．リース料   4,999 4,935  

８．その他   34,985 245,181 9.8 23,589 208,884 11.9

当期総製造費用     2,508,819 100.0 1,752,425 100.0

期首商品たな卸高     19,501 4,656 

期首仕掛品たな卸高     115,196 220,620 

合計     2,643,516 1,977,703 

期末商品たな卸高     4,656 － 

期末仕掛品たな卸高     220,620 68,595 

当期売上原価     2,418,239 1,909,107 

       



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

  

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。但し、特別償却準備金の取崩しのうち、394千円については、当期に係るも

のであります。 

  

  

  次へ 

    
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失     180,325

Ⅱ 損失処理額    

任意積立金取崩額    

特別償却準備金取
崩額 

  394 

別途積立金取崩額   140,000 140,394

Ⅲ 次期繰越損失     39,931

     

  

株主資本
評価・換算 
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

その他 
有価証券 
評価差額金 資本準備金 

その他利益剰余金

特別償却

準備金 
別途積立金

繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 1,641,158 1,701,531 1,183 140,000 △180,325 3,303,547 － 3,303,547

事業年度中の変動額      

特別償却準備金の取崩し（注）     △789 789 －   －

別途積立金の取崩し（注）     △140,000 140,000 －   －

当期純利益     272,801 272,801   272,801

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額） 

    4,085 4,085

事業年度中の変動額合計（千円） － － △789 △140,000 413,590 272,801 4,085 276,887

平成19年３月31日 残高（千円） 1,641,158 1,701,531 394 － 233,265 3,576,349 4,085 3,580,434



重要な会計方針 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

なお、組込デリバティブを区分し

て 測定することが出来ない複合金融

商品は、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を当事業年度の損益

に計上しております。 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

なお、組込デリバティブを区分し

て 測定することが出来ない複合金融

商品は、複合金融商品全体を時価評

価し、評価差額を当事業年度の損益

に計上しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 商品 

移動平均法による原価法 同左 

仕掛品 仕掛品 

個別法による原価法 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法 同左 

なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

  

建物      ８～18年 

器具備品    ４～10年 

  

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差額

は損益として処理しております。 

―――――― 

５．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 



  

会計処理方法の変更 

  

 

項目 
前事業年度

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

    賞与引当金 

    

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度負担額を計上しております。 

    （追加情報） 

    

従来、従業員に対して支給する賞与に

ついては、「未払費用」（前事業年度末

53,622千円）に含めて計上しておりまし

たが、給与制度を変更したため、当事業

年度より、賞与引当金として計上してお

ります。 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

同左 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――――― 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  

―――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

3,580,434千円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の

部については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の財務諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――――――― （貸借対照表） 

   「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の

会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成18年９月８日）の適用により、前事業年度

まで「出資金」として表示していた有限責任事業組合

への出資金を当事業年度より「関係会社出資金」に含

めて表示しております。 

  

  （損益計算書） 

   「有価証券利息」は、前期まで営業外収益の「受

取利息」に含めて表示しておりましたが、当期より

資金運用額の増加に伴い、区分掲記しました。な

お、前期における「有価証券利息」の金額は18,666

千円であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（和解による訴訟の解決） ―――――――― 

白銅㈱から既に検収された情報システム開発の受託

に関連する営業債権について支払がなされず、同社に

対して平成15年６月20日に当社が有する営業債権等の

支払と当社が被った損害賠償の合計612,801千円の請求

を求める訴訟を東京地方裁判所に提起致しました。そ

の後、調停に付され、手続きを続けて参りましたが、

裁判所から示された調停案に対し両社が受入れたた

め、平成17年12月15日付で和解が成立致しました。 

和解の内容は、白銅㈱が当社に対して、解決金とし

て370,000千円を支払うというものであります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．       ―――――― 
      

授権株式数 普通株式 118,208株

発行済株式総数 普通株式 40,479株

※２．関係会社項目 ※２．       ―――――― 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 
  
流動資産 売掛金 108,516千円

３．資本の欠損の額は39,142千円であります。 ３．       ―――――― 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．研究開発費の総額 ※１．研究開発費の総額 

当期製造費用に含まれる研究開発費 当期製造費用に含まれる研究開発費 

20,925千円 24,553千円 

※２．固定資産除却損等の内訳は、建物付属設備除却損 

9,815千円、器具備品除却損379千円、ソフトウェ

ア除却損15,597千円及び事務所一部返却に伴う撤

去、原状回復費用5,700千円であります。 

※２．固定資産除却損等の内訳は、建物付属設備除却損

101千円、器具備品除却損2,456千円、ソフトウェ

ア除却損879千円、事務所一部返却に伴う撤去、

原状回復費用1,618千円及びリース物件解約料

1,974千円であります。 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具備品 4,849 2,666 2,182

合計 4,849 2,666 2,182

該当事項はありません。 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 987千円

１年超 1,273千円

合計 2,260千円

該当事項はありません。 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
  

支払リース料 1,038千円

減価償却費相当額 969千円

支払利息相当額 77千円

支払リース料 951千円

減価償却費相当額 888千円

支払利息相当額 47千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

  (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

  
繰延税金資産（流動）   

未払賞与 21,818千円

減価償却超過額 16,157 

その他 32,243 

  計 70,219 

繰延税金資産（固定）   

減価償却超過額 2,454 

投資有価証券 29,872 

繰越欠損金 98,988 

  計 131,314 

繰延税金資産 小計 201,534 

評価性引当額 △166,976 

繰延税金資産 計 34,557 

    

繰延税金負債（固定）   

特別償却準備金 △554 

  計 △554 

    

繰延税金資産の純額 34,003 

  

繰延税金資産   

賞与引当金 31,193千円

減価償却超過額 

投資有価証券 

5,229 

29,872 

その他 37,815 

繰延税金資産 小計 104,110 

評価性引当額 △31,891 

繰延税金資産 計 72,219 

    

繰延税金負債（流動）   

特別償却準備金 

有価証券評価差額金 

△277 

△2,802 

繰延税金負債 小計 △3,080 

    

繰延税金資産の純額 69,138 

    

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度
（平成19年３月31日） 

当期は税引前当期純損失を計上したため、主な項目

別の内容は注記しておりません。 

なお、法定実効税率は40.69％であります。 

法定実効税率 40.69％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない金額 0.73 

住民税均等割 1.19 

評価性引当額の増減額 △56.45 

その他 △0.17 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △14.01 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益（純損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 81,611円 39 銭

１株当たり当期純損失金額 5,114円 34 銭

１株当たり純資産額 88,451円 66 銭

１株当たり当期純利益金額 6,739円 34 銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益（純損失）金額    

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） △ 207,018 272,801 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
△ 207,018 272,801 

期中平均株式数（株） 40,478 40,479 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株引受権１種類（新株引受権

の数588株） 

新株予約権１種類（新株予約権

の数240個） 

この詳細は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権１種類（新株予約権

の数190個） 

この詳細は、「第４提出会社の

状況、１．株式等の状況、(2)

新株予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

Crossflo Systems,Inc. 848,176 99,999 

㈱データ・アプリケーション 500 30,000 

アスタラビスタ㈱ 67 20,100 

㈱ソフトコム 300 15,000 

㈱ビジネス・アーキテクツ 600 3,011 

フォーディーネットワークス㈱ 333 2,546 

㈱エスケイケイ 30 1,500 

小計 850,006 172,157 

計 850,006 172,157 

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

ユーロ円建 為替連動債 350,000 350,000 

ユーロ円建 早期償還条項付為替債 200,000 200,000 

計 550,000 550,000 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 

（千円） 

有価証券 
その他 
有価証券 

（追加型公社債投資信託）
キャッシュ・マネージメント・ファ
ンド 

1,002,857,932 1,002,857 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

（追加型株式投資信託） 
グローバル・ソブリン・オープン 

258,000,000 206,993 

計 1,260,857,932 1,209,851 



【有形固定資産等明細表】 

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産    

建物 29,838 3,404 4 33,239 14,343 3,051 18,895

器具備品 55,299 8,969 21,259 43,009 29,356 5,523 13,652

有形固定資産計 85,137 12,374 21,263 76,248 43,700 8,575 32,547

無形固定資産    

ソフトウェア 32,714 31,846 6,055 58,504 17,667 4,835 40,837

電話加入権 1,473 － － 1,473 － － 1,473

無形固定資産計 34,188 31,846 6,055 59,978 17,667 4,835 42,310

長期前払費用 － 975 289 685 － － －

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

資産の種類 資産内容 増加額（千円） 

ソフトウェア ＥＲＰパッケージ 30,191 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金（注） 1,480 1,020 － 850 1,650

賞与引当金 － 76,662 － － 76,662



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

  

ロ．売掛金 

相手先別内訳 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ハ．有価証券 

内訳は１ 「第５ 経理の状況 連結財務諸表等 （1）連結財務諸表 （有価証券関係）」に記載しております。 

  

ニ．仕掛品 

  

 

区分 金額（千円）

現金 － 

預金の種類 

普通預金 436,545 

定期預金 100,000 

小計 536,545 

合計 536,545 

相手先 金額（千円）

アイテック阪神株式会社 400,247 

アットホーム株式会社 240,913 

前田建設工業株式会社 130,358 

みずほ証券株式会社 128,310 

ソニーグローバルソリューションズ株式会社 22,040 

その他 46,894 

合計 968,764 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

874,752 2,621,022 2,527,009 968,764 72.3 128.4

品目 金額（千円）

受託開発仕掛品 68,595 

合計 68,595 



② 流動負債 

イ．買掛金 

  

ロ．一年以内返済予定の長期借入金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

株式会社日本システムディベロップメント 25,008 

株式会社ハウインターナショナル 13,102 

株式会社イーシー・ワンバリテック 11,549 

株式会社アイ・ティ・フロンティア 10,605 

株式会社オークニー 9,673 

その他 110,401 

合計 183,340 

相手先 金額（千円）

株式会社みずほ銀行 200,000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 34,000 

合計 234,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から3か月以内

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無   料 

新券交付手数料 無   料 

端株の買取り  

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７【提出会社の参考情報】 
  

１【提出会社の親会社等の情報】 

   当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

   当事業年度開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日 関東財務局長に提出 

  

(2)半期報告書 

 （第９期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月14日 関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月28日

株 式 会 社 イーシー・ワン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーシー・

ワンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イーシ

ー・ワン及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年６月27日

株 式 会 社 イーシー・ワン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーシー・

ワンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イーシ

ー・ワン及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年６月28日

株 式 会 社 イーシー・ワン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーシー・

ワンの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第８期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イーシー・

ワンの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年６月27日

株 式 会 社 イーシー・ワン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーシー・

ワンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イーシー・

ワンの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 賢 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 功 幸 
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